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要旨 

【目的】 

本研究では、保育者が「気になる子ども」をどのように捉え、支援や体制づくりにどのよ

うな課題を感じているかを明らかにすることを目的とする。保育者の属性によってとらえ

方の違いも明確にする。 

【方法】 

就学前の園児の保育を実施しているＹ市保育所 50 園を対象とした。内訳は、公立 8 園、

私立 42 園である。第１研究はオンラインの回答フォームを使用した（修論で用いたデー

タを再構成）IBM SPSS 対応分析を使用し分析を行った。 

【結果】 

本研究の結果、保育者の年代や経験年数、役職によって「気になる子ども」に対する支援

配慮の実態に明確な差があることが示された。経験年数が長く、園全体を俯瞰できる保育

者は、個別配慮の必要性を認識しつつ、集団保育とのバランスを工夫している。一方、若

手保育者や経験の浅い保育者は、必要性の判断に迷いが生じやすく、場合によっては支援

が遅れる可能性がある。 

【考察】 

本研究では、Y 市内の保育所における「気になる子ども」の実態と、保育者の支援配慮の

違いを明らかにした。結果から、保育者の属性や経験年数、役職によって支援の質や重点

が異なることが示され、園全体での統一的支援方針や情報共有の重要性が確認された。ま

た、家庭環境や保護者支援の必要性も明らかとなり、保育者が子どもだけでなく保護者と

も連携する体制の構築が求められる。 
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はじめに 

【問題】１．現代の保育所では、発達や行動に課題のある子ども、いわゆる「気になる

子ども」が集団保育の中で活動している。保育所には小学校の特別支援学級のような明確

な個別教育の仕組みはなく、すべての子どもが同一空間で保育されるため、保育者には高

度な支援力と柔軟な対応力が求められる。特に近年は、インクルーシブ教育の理念が重要

視されるようになり、障害や発達課題を持つ子どもも、健常児と同じ環境で主体的に活動

できることが望ましいとされている。しかし、現場では「集団での保育」「園外活動」

「行事の運営」において、事故防止や個別対応の両立などが求められ、保育者にとって大

きな負担となっている。新人保育者、経験年数の浅い保育者にとっては困難度が高くな

る。さらに、「気になる子ども」の行動は予測不可能なことが多く、注意が特定の子ども

に偏ると、健常児への目配りが不足する場合もある。このような現状から、保育所におけ

る支援体制や保育者の配慮の実態を明らかにすることは、園全体での質の高い保育の実現

に直結する課題である。日本保育協会（2016）の調査によると、809保育所のう 92.7％

が「気になる子ども」を抱えていると回答しており、ほぼ全園で何らかの個別配慮が必要

な子どもが存在することが示されている。また、巡回支援専門員の活用は自治体によって

効果に差があり、保育者の研修機会も平日中心であるため、実務に直結する発達障害研修

を十分に受けられない場合が多い。研修を一部の保育者が受けても、園内での共有や調整

に時間的余裕がなく、現場全体で活用されにくいという課題もある。さらに保育者不足の

状況下で研修参加者が現場を離れると、加配や派遣を調整する必要があり、現場運営との

バランスも難しい。これらの課題は、法令や条例上の支援体制と現場の実態が一致してい

ないことを示している。こうした背景から、本研究では Y 市内の保育所を対象に、「気

になる子ども」の保育上の課題や保育者の支援配慮の実態、属性による違いを明らかにす

ることを目的とした。また、保護者支援の現状や課題についても検討し、保育者が子ども

だけでなく家庭とも連携できる体制の在り方について考察する。 

２．保護者への支援の重要さ「気になる子ども」の保護者も障害や病気を抱えている場

合があり、家庭への支援も必要である。保育者は子どもをみるだけでなく親との連携がと

ても必要なのだが、信頼を得るまでに時間のかかる保護者もいて、その点も課題である。

この「悩み多き保護者、保育者たち」を少しでも応援するという意味で本研究は重要であ

ろう。大塚ら（2017）によると発達障害児の保護者は落ち着きのなさなどの子どもの特

性等によりストレスが高くなると述べている。Hayes & Watson（2013）も保護者の育児

ストレスは高いと報告し、また、野邑ら（2010）は、抑うつになりやすいことを指摘し

ている。さらに、宮地（2012）は、発達障害に対する保護者の気づきとその診断には 1～

4 年のタイム・ラグがあると述べている。そして、夏掘 （2001）は、漠然とした不安を

抱えたこの時期が保護者にとって心理的に最もつらい事を説明している。よって診断の有

無にかかわらず「気になる子ども」と認識された段階から保護者にかかわり、受容の過程

に寄り添って不安の軽減をはかっていく支援が重要であると考える。「発達障害者支援

法」（2005）においては，発達障害の早期発見や発見後の専門機関への紹介、継続的支援

を市町村や都道府県の責務として定めており、近年では地域差やマンパワー不足などの課
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題を残しながらも発達障害への支援体制が整備されつつある。保育者は子どもと接する時

間が長く保護者とも日常的に接点をもつので、発達障害の発見や発達支援のみならず、発

達に課題を抱える子どもの保護者への積極的支援も求められるようになってきている（厚

生労働省，2008，p.177）。しかし、多くの保育者が保護者への支援に対する困難感を抱

いていることが報告されている（木曽，2014；斎藤・中津・粟飯原，2008）。「気になる

子ども」をもつ保護者が前向きに子育てに向き合えるようになるという共通の目的を保育

者がもてるように、保護者支援をより活性化していくことが重要になる。 

【目的】１．Ｙ市内の保育所にアンケート調査を行い、「気になる子ども」の実態把握を

した。まず、保育者が保育上の難しさを感じる「気になる子ども」について、具体的に何

が「気になる」のか質問紙で子どもの行動特性を明らかにし、対応の難しさを感じる要因

を整理した。本研究では「気になる点」を記述式にすることによって、具体的に検討し

た。保育者が、「気になる子ども」の「気になる点」「ちょっと気になる点」はどのような

ものか先行研究を踏まえながら属性や経験年数と合わせて調査、研究した。長時間のデジ

タル機器の使用など現代の問題点になることが「気になる点」になるのかも調べた。２．

第 1 研究において各園の「気になる子ども」を選び、人数に応じて、各質問紙を答えて

頂いた。診断を受けている子ども以外の「気になる子ども」の気になる点について、具体

的な支援、配慮の必要性を明らかにし分析した。3.保護者に対する支援について何が必

要なのか調べた。また、第 1 研究での調査内容が不十分なところは、第 2 研究の聞き取

り調査から明らかにした。 

【研究目的】１．Ｙ市内の保育所にアンケート調査を行い、「気になる子ども」の実態把

握をする。まず、保育者が保育上の難しさを感じる「気になる子ども」について、具体的

に何が「気になる」のか子どもの行動特性を明らかにし、保育者の属性や経験年数に合わ

せて対応の難しさを感じる要因を整理する。２．診断を受けている子ども以外の「気にな

る子ども」の気になる点について、具体的な支援、配慮の必要性を明らかにし分析する。

３．保護者に対する支援について何が必要なのか分析する。 

【研究方法】１．第１研究：質問紙調査 第２研究：面接法 

本調査実施の前に、質問紙調査票を作成するために、聞き取り調査を実施した。「気にな

る子ども」に関して答えにくい質問がないか、用語や表現が正確かどうか、全体の構成な

どに妥当性があるか、また、回答者の負担や倫理上の問題について検討した。予備調査の

結果を踏まえ、各保育所（認定こども園含む）の園長に研究協力を依頼した。公立保育所

はＹ市子育て支援課の協力を得るため、市議会議員とともに、市長室に出向き依頼をし

た。了解を得た公立保育所に関しては、Ｙ市子育て支援課が十分に園長に説明をした上で

依頼のメールを送付した。法人に関しては、本研究の目的および配慮事項について対面、

電話、文書において十分に説明した。そのうえで、第１研究はグーグルフォームを使用

し、回答してもらった。グーグルフォームを使用できない場合を予測し、質問紙票の送付

を行い、Fax での送付可能、直接受け取りに行くことも可能と伝えた。回答は無記名であ
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ること、回答したくない項目は回答しなくても何ら不利益は生じないことを明記し、回答

記入後に提出したことをもって研究協力に同意したと判断した。IBM SPSS 対応分析を使

用し、分析をした。第 2研究は 5 人の保育者の面接法を行い、文字起こしをした。 

２．調査対象者 

産休明けから就学前の園児の保育を実施しているＹ市保育所 50 園を対象とした。内訳

は、公立 8園、私立 42 園である。公立保育所 8 園に関してはＹ市子育て支援課の協力を

得た。   

３．質問項目 

質問紙調査票は、以下の 17 の問いからなる。回答方法は、択一回答、複数回答、自由記

述である。① 回答者の園の経営主体② 回答園の定員園児数③ 回答園の在園園児数④ 

回答園の「気になる子ども」数⑤ 回答者の「性別」⑥ 回答者の「年齢」⑦ 回答者の

「職種」⑧ 回答者の「保育経験」⑨ 回答者の「担当の有無」⑩ 「気になる子ども」

の「性別」⑪ 「気になる子ども」の「年齢別クラス」⑫ 「気になる点」は以下 10 項

目となる「行動」「他児、保育者、その他の人との関わり」「食」「言葉」「身体的、精神的

な障害、発達」「家族の養育態度」「長時間のデジタルメディア等の使用」「情緒面」「基本

的生活習慣」「その他」⑬ 「気になる点」の具体的に記述⑭ 「気になる点」に対し

て、特別な支援、配慮の必要性の有無⑮ ⑭で必要だと回答した方に、どのような支援、

配慮が必要だと思うかの記述「専門機関や専門職への相談」「専門性をもった保育者への

相談」「保護者への支援」「個別指導」「保育者への専門的な研修」「加配の配置」「物的、

環境的配置」「集団内での配慮」「その他」⑯ ⑮で選んだ内容を具体的に記述 

４．調査期間 

調査期間は、2023 年 5 月から 9 月であった。 

５．倫理的配慮 

研究のための調査依頼について市秘書課に市議会議員と趣き訪問した。市長へ研究目

的の説明とともに、Ｙ市民政局福祉子ども部子育て支援課に説明をしてもらった。公立保

育所に関しては、子ども課から説明を行うとともに法人にも無記名式で行うことを話し、

承認を得ることが出来た。また、研究目的及び内容を明記し、回答者の自由意見により参

加を選択でき、参加しない場合でも何の不利益も生じないこと、回答は無記名であり、答

えたくない項目には答えなくてもよいこと、データは厳重に管理し、論文作成にのみ使用

し、その後廃棄処理する旨を記載した調査実施説明書を添付した。 

【研究結果】 

1.1 回答者の「年齢」  

回答者の年齢については、32 園（32 人）から回答があり、そのうち 4 園（4 人）は年

齢不明であった。その結果は表 1.2、図 1.2 のとおりであった。40 代の回答が全体の

30.6％と最も多かった一方で、20代の回答は 8.3％、60代以上の回答は 5.6％と少なかっ

た。本調査はグーグルフォームを使用することも可能であったアンケートであったため、

デジタル機器に強い保育者が主に回答したことと、経験のある年齢、役職者が回答したこ

とが、60代と 20代の回答者の少なさに現れていると考えられる。 
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表 1.1 回答者の年齢(n=36) 

 

図 1.１  回答者の年齢(n=36) 

1.2 回答者の「保育経験」 

回答者の保育経験については、表 1.3、図 1.3 のとおりであった。最も割合が大きかっ

たのは経験年数 20 年以上の職員であり、その人数は 36 人中 10 人、割合は 27.8％であっ

た。 

 

表 1.2 回答者の「保育経験」(n=36) 

保育経験 人数 割合

（％） 

3 年未満 5 13.9 

5 年未満 1 2.8 

10 年未満 3 8.3 

13 年未満 4 11.1 

15 年未満 6 16.7 

20 年未満 2 5.6 

20 年以上 10 27.8 

無回答 5 13.9 

合計 36 100 

 

表１.2 回答者の「保育経験」(n=36) 

1.3 回答者の「役職」 

回答者の役職については表 1.4、図 1.4 のとおりであった。最も割合が大きかったのは

担任以外の保育者であり、その人数は 36 人中 16 人、割合は 44.4％であった。（「担任」

20代

8.330代

19.4

40
50代

60

無回

割合（％）

20代 30代 40代 50代 60代 無回答

3年未満

13.9

5年未満

2.810年未

満

8.313年未

満

11.１
15年未

満

16.7

20年未

満

5.6

20年以

上

27.8

無回答

13.9

割合（％）

3年未満 5年未満 10年未満

13年未満 15年未満 20年未満

20年以上 無回答

年齢 人数 割合(％)      

20 代 3   8.3 

30 代 7   19.4 

40 代 11   30.6 

50 代 9 25.0 

60 代 2  5.6 

無回答 4 11.1  

合計 36 100 
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はクラス担任の意で以下、同様とする） 

表 1.3 回答者の「役職」(n=36) 

 

 

 

       

 

図 1.3 回答者の「役職」(n=36) 

1.4 回答園の経営主体について 

経営主体に関しては、公立が 5 園(13.9％)であり、法人立 28 園(77.8％)となった。 

表 1．4  回答者の経営主体(n=36) 

経営主体 園数 割合

(％) 

公立 5 13.9 

法人立 28  

77.8  

無回答 3 8.3 

合計 36 100 

  

1.5 経営主体と「気なる子ども」数の関係 

回答した「気になる子ども」の合計人数は公立で 21 人、法人立で 68 人、無回答が 3 人

と全体合計で 92 人となった。 

表 1．5 経営主体と「気になる子ども」の割合の関係（n=92） 

経営主体 「気になる

子ども」の人

数 

割合

（％） 

公立 21 22.8 

法人立 68 73.9   

無回答 3 3.3 

合計 92 100 

園長

19.4

主任

8.3

担任保育者

19.4

担任でない保

育者

44.4

無回答

8.3

割合（％）

園長 主任 担任保育者 担任でない保育者 無回答

役職 人数   割合（％） 

園長  7 19.4 

主任  3 8.3 

担任保育者  7 19.4 

担任以外の保

育者 

 16 44.4 

無回答 3 8.3 

合計 36 100 
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1.6 回収率、定員園児数、在籍園児数、「気になる子ども」数、性別割合等 

本節では、回答園に関する結果をまとめる。まず、基本的な情報を表 1.6 に示す。 

  公立 法人立 不明 合計 

①回答園数(36 園) 5 28 3（注

1） 

36 

②回収率（%） 75.0% 71.0%  72.0% 

③回答園（36 園）の定員園児数（人） 577 1,994  2,571 

④回答園（36 園）の在籍園児数（人） 544 2,570  3,114 

（在籍園児数/定員）（%） 94.2% 128.8%  121.1% 

⑤「気になる子ども」数(92 人)  21  68 3（注

1） 

92（注

3） 

（「気になる子ども」数/在籍園児数） 3.9% 2.6%  3.0% 

⑥女児（回答のあった気になる子）(30 人)  7 23  

 

 

3（注

2） 

30 

 （女児/在籍園児

数） 

1.3% 0.9% 1.0% 

⑦男児（回答のあった気になる子）(59 人)  14 45 59 

（男児/在籍園児数） 2.6% 1.8% 1.9% 

注 1：公立か法人立かが不明、 注 2：性別が不明、  注 3：性別不明の 3 人を含むので、⑥⑦の割

合（％）は不明 3 人を除いた値である 

1.7 経営主体と「気になる子ども」年齢の関係 

 「気になる子ども」の年齢別でみると 4,5 歳児が少なかったので、3 分割にして公立と

法人立のクロス集計を行いχ²検定を行った。すると、ここでの年齢の区分と、経営主体

との有意な関連性は認められなかった（df=2,χ²=2.607,p＞0.05）が、表 1．7 で見られ

るように、法人立においては 3 歳児未満が 30 人となったことは注目に値する。また、経

営主体が不明でない 89 人について、公立と法人立それぞれの「気になる子ども」数を図

1.7 に示している。 

表 1．7 経営主体と「気になる子ども」の年齢との関係(n=89) 

 3 歳児未

満人数 

3 歳

児人数 

4，5 歳

児人数 

合計 

公立 7 9 5 21 

法人立 30 17 21 68 

 

図 1．7 経営主体と「気になる子ども」の年齢との関連(n=89)  

 

7 9 5 2130 17 21

68

0

100

人数

公立 法人立
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2.気になる点の内容について 

ここからは、以下の 10 項目の気になる点ごとの結果を見ていくことにする。 

①「行動」②「他児、保育者、その他の人との関わり」③「食」④「言葉」⑤「身体

的、精神的な障害、発達」⑥「家族の養育態度」⑦「長時間のデジタルメディア等の使

用」⑧「情緒面」⑨「基本的生活習慣」⑩「その他」 

以下特に「行動が気になる」「食が気になる」と役職の関係」を主に検討を行っている。 

2.1 「気になる子ども」と「行動が気になる」の関係 

まず、「気になる子ども」のうち「行動が気になる」ことに関しては、表2.1、図2.1の

ようになった。 

表 2.1「気になる子ども」のうち「行動が気になる」子どもの割合 (n=92) 

回答 人数 割合

(％) 

行動が気になる 66 71.7 

行動が気になら

ない 

23 25.0 

無回答 3 3.3 

合計 92 100 

 

図 2.1 「気になる子ども」のうち「行動が気になる」子どもの割合 (n=92) 

2.2「食が気になる」と役職の関係 

気になる子ども 92 人のうち、役職を回答した者の「気になる子ども」数が 79 人とな

った。「食が気になる」子どもの割合は、主任が 36.4％で一番多くなった。その次が園長

で 27.3％、担任以外は気になる子ども数が 38 人のうち、3人で 7.9％であった。 

表 2.2 「食が気になる」と役職の関係(n=79) 

役職  
「食が気になる

子ども」人数 

「気に

なる子

ども」

数 

「食が気になる子ど

も」人数/「気になる

子ども」数 

（％） 

園長（7人） 6 22 27.3 

主任（3人） 4 11 36.4 

担任（7人） 1 8 12.5 

担任以外保育者

（16 人）  
3 38 7.9 

行動が気に

なる

71.7

行動が気に

ならない

25.0

無回答

3.3

割合（%）

行動が気になる 行動が気にならない 無回答
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図 2.2 「食が気になる」と役職の関係(n=79) 

2.3「食が気になる」と役職の関係 

気になる子ども 92 人のうち、役職を回答した者の「気になる子ども」数が 79 人とな

った。「食が気になる」子どもの割合は、主任が 36.4％で一番多くなった。その次が園長

で 27.3％、担任以外は気になる子ども数が 38 人のうち、3人で 7.9％であった。 

表 2.3 「食が気になる」と役職の関係(n=79) 

役職  
「食が気になる

子ども」人数 

「気に

なる子

ども」

数 

「食が気になる子ど

も」人数/「気になる

子ども」数 

（％） 

園長（7人） 6 22 27.3 

主任（3人） 4 11 36.4 

担任（7人） 1 8 12.5 

担任以外保育者

（16 人）  
3 38 7.9 

 

 

図 2.3 保育者の経験年数と「気になる子ども」の支援、配慮の有無の関係 
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３．保育者と支援の関係 

 3.1「保育者の年代」と「専門機関や専門職への相談必要あり」の関連（複数回答） 

ここでは「保育者の年代」が明らかで「専門機関や専門職への相談」の有無について

回答があった「気になる子ども」数の 79 人について整理した。専門機関や専門職への相

談の必要あり」という割合が一番高かったのは、60 代で 75.0％、一番低かったのは、20

代で 33.3％であった。 

 

表 3.1 「保育者の年代」と「専門機関や専門職への相談 必要あり」の関連(n=79) 

 

 
図 3.1「回答した保育者の年代」と「支援配慮 1.専門機関や専門職への相談 必要あり」の関連（複数

答）(n=79) 

3.2 保育者の年代と保護者への支援（来園指導含む）との関係（複数回答） 

「保育者の年代と保護者への支援（来園指導含む）」については、保育者の年代がわ

かった 79 人についてその結果を表 6.4、図 6.4 に示した。その結果、保護者への支援の

必要性は 40 代が、27.6％と一番高くなった。30 代と 60 代は 0％であった。 

表 3.2 保育者の年代と保護者への支援（来園指導含む）との関係 (n=79) 

保育者

の年代  

保護者へ

の支援必

要ありの

人数 

「気になる子ど

も」人数 

保護者への支援の必

要ありの子の人数/

「気になる子ども」

数（％） 

 20 代 2 9 22.2 

30 代 0 17  0 

40 代 8 29  27.6 

50 代 1 16  6.3 

3 12 15 8 69 17 29 16 8

0
50

20代 30代 40代 50代 60代

人数

必要ありの子の人数 ｢気になる子ども｣数

回答保育者の年

代 

必要ありの子の

人数 

｢気になる子ども｣

数 

必要ありの子の

人数/「気にな

る子ども」数

（％） 

20 代 3 9  33.3 

30 代 12 17  70.6 

40 代 15 29  51.7 

50 代 8 16  50.0 

60 代 6 8 75.0  

合計 44 79 55.7 
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60 代 0 8  0 

合計 11 79 13.9  

 

       

表 3.2 保育者の年代と保護者への支援（来園指導含む）との関係 (ｎ＝79) 

3.3 経験年数と気になる点に対して、特別な支援・配慮が必要かの関連について 

経験年数と気になる点に対して特別な支援・配慮が必要か関連があるのか調べた。そ

の際、経験年数を 3 分割して、また、不明の 14 人を除いてクロス集計表を作成し、χ2

検定をした。その結果有意な関連が見られた。(df=4,χ²=15.43，p＜0.05)。20 年以上の

経験者は、「必要だと思う」と回答した保育者が多くなった。 

 

表 3.3 経験年数と気になる点について、特別な支援、配慮の有無などの関連性(n=92) 

保育経験年

数 

必要だが

どうして

いいか分

からない

回答数 

割合

（％） 

必要だと

思わない

回答数 

割合

（％） 

必要だと

思う回答

数 

割合（％） 

10 年未満 9 9.7 4 4.3 14 15.2 

10-20 年未

満 

6 7.3 2 2.1 8 9.7 

20 年以上 3 3.2 2 2.4 30 32.6 

合計 19 20.6 8 8.6 65 70,

6 

（df=4,χ²=15.43，p＜0.05） 

 

図 3.3 経験年数と気になる点について、特別な支援、配慮の有無などの関連性(n=92) 
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1. 保育者の属性による支援配慮の差 本研究の結果、保育者の年代や経験年数、役職に

よって「気になる子ども」に対する支援配慮の実態に明確な差があることが示された。経

験年数が長く、園全体を俯瞰できる保育者は、個別配慮の必要性を認識しつつ、集団保育

とのバランスを工夫している。一方、若手保育者や経験の浅い保育者は、必要性の判断に

迷いが生じやすく、場合によっては支援が遅れる可能性がある。また、役職による差も明

確で、園長や主任は園全体の調整を重視するため、特定の支援よりも組織的な配慮の計画

に重点を置く傾向がある。担任以外の保育者は、現場で直接関わる機会が少ない場合、個

別対応の具体策を把握しにくい状況が見られた。これらの属性差は、保育現場における支

援の質に影響を与え得る。特に「行動」「情緒」「他児との関わり」に関する支援は、保

育者の経験や年齢によって判断基準が異なるため、園全体での統一的支援方針の策定が必

要である。 

2. 気になる点の具体的支援と課題調査により明らかになった 10項目の気になる点ごと

の支援課題について考察する。行動面は、自己中心的な行動や衝突行動が多い子どもに

は、個別指導や集団活動内での工夫が必要である。特に、年少児では保育者の目が特定の

子どもに集中しやすく、健常児への配慮が不足する場合がある。経験豊富な保育者は、事

前に活動の段取りを工夫したり、支援者を加配することで安全確保と個別対応を両立して

いた。他児・保育者との関りは、社会性の未熟さに対する支援として、ペア活動や小グル

ープでの関わりを取り入ることが有効である。保育者は、特定の子どもに過度に関わら

ず、全体の関係性を観察する必要がある。食に関しては、食事の偏りや摂食の課題につい

ては、個別の補助や食環境の整備が有効である。役職によって支援の重点が異なるため、

主任や園長は園全体での指導方針を統一し、担任保育者と情報共有することが求められ

る。言葉、情緒面は、言語理解の遅れや情緒不安定な子どもには、安心感を与える環境設

定や、簡単な指示での支援が有効である。長時間のデジタルメディア使用が情緒面に影響

を与える傾向も見られ、家庭と連携した対応が重要である。家庭環境、保護者支援に関し

ては、家庭環境の影響は大きく、保護者の育児ストレスや心理的負担が子どもの行動や情

緒に反映されることが多い。保護者支援は、子どもの発達課題の理解、受容、具体的支援

策の提供まで含め、段階的に行うことが望ましい。40 代保育者の保護者支援が最も積極

的であったことから、経験と年齢に応じた役割分担や園内での支援体制の工夫が有効であ

る。 

3. 研修・制度的支援の必要性本研究では、保育者の研修時間が不足している現状も明ら

かとなった。研修を一部の保育者が受講しても、園内での情報共有が不十分であり、現場

全体での支援力向上にはつながりにくい。また、保育所における加配や専門職配置の制度

的制約も存在する。小学校の特別支援教室のように、専門職や支援員を配置することがで

きれば、個別支援の質が向上し、保育者の負担も軽減されると考えられる。 

4. 今後の課題園内の支援体制の統一化について、属性による支援配慮の差を解消するた

め、経験年数や役職に応じたマニュアルや情報共有体制を整備する必要がある。保護者支

援の充実は 
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発達課題の早期発見から、家庭との連携を含めた支援体系を整備することが重要である。

研修と現場運営の両立は、保育者が研修を受講しつつ現場運営に支障をきたさないシフト

調整や加配体制の確立が求められる。 

結論 

本研究では、Y市内の保育所における「気になる子ども」の実態と、保育者の支援配慮の

違いを明らかにした。結果から、保育者の属性や経験年数、役職によって支援の質や重点

が異なることが示され、園全体での統一的支援方針や情報共有の重要性が確認された。ま

た、家庭環境や保護者支援の必要性も明らかとなり、保育者が子どもだけでなく保護者と

も連携する体制の構築が求められる。今後は、経験年数の浅い保育者や若手保育者への研

修や、園全体での支援体制の統一化、専門職の配置など、制度的支援と現場運営の両立を

図ることが課題である。本研究を通して得られた知見は、他園との情報共有や支援の改善

に役立ち、インクルーシブな保育環境の実現に貢献できると考えられる。 
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